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○雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和４７年法律

第１１３号）（抄）

（男女雇用機会均等対策基本方針）

第４条 厚生労働大臣は、雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関す

る施策の基本となるべき方針（以下「男女雇用機会均等対策基本方針」という。）を定

めるものとする。

２ 男女雇用機会均等対策基本方針に定める事項は、次のとおりとする。

一 男性労働者及び女性労働者のそれぞれの職業生活の動向に関する事項

二 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等について講じようとする施

策の基本となるべき事項

３ 男女雇用機会均等対策基本方針は、男性労働者及び女性労働者のそれぞれの労働条件、

意識及び就業の実態等を考慮して定められなければならない。

４ 厚生労働大臣は、男女雇用機会均等対策基本方針を定めるに当たつては、あらかじめ、

労働政策審議会の意見を聴くほか、都道府県知事の意見を求めるものとする。

５ 厚生労働大臣は、男女雇用機会均等対策基本方針を定めたときは、遅滞なく、その概

要を公表するものとする。

６ 前二項の規定は、男女雇用機会均等対策基本方針の変更について準用する。

（性別以外の事由を要件とする措置）

第７条 事業主は、募集及び採用並びに前条各号に掲げる事項に関する措置であつて労働

者の性別以外の事由を要件とするもののうち、措置の要件を満たす男性及び女性の比率

その他の事情を勘案して実質的に性別を理由とする差別となるおそれがある措置として

厚生労働省令で定めるものについては、当該措置の対象となる業務の性質に照らして当

該措置の実施が当該業務の遂行上特に必要である場合、事業の運営の状況に照らして当

該措置の実施が雇用管理上特に必要である場合その他の合理的な理由がある場合でなけ

れば、これを講じてはならない。

（指針）

第１０条 厚生労働大臣は、第五条から第七条まで及び前条第一項から第三項までの規定

に定める事項に関し、事業主が適切に対処するために必要な指針（次項において「指針」

という。）を定めるものとする。

２ 第四条第四項及び第五項の規定は指針の策定及び変更について準用する。この場合に

おいて、同条第四項中「聴くほか、都道府県知事の意見を求める」とあるのは、「聴く」

と読み替えるものとする。

（職場における性的な言動に起因する問題に関する雇用管理上の措置）

第１１条 事業主は、職場において行われる性的な言動に対するその雇用する労働者の対

応により当該労働者がその労働条件につき不利益を受け、又は当該性的な言動により当

該労働者の就業環境が害されることのないよう、当該労働者からの相談に応じ、適切に

（参照条文）
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対応するために必要な体制の整備その他の雇用管理上必要な措置を講じなければならな

い。

２ 厚生労働大臣は、前項の規定に基づき事業主が講ずべき措置に関して、その適切かつ

有効な実施を図るために必要な指針（次項において「指針」という。）を定めるものと

する。

３ 第四条第四項及び第五項の規定は、指針の策定及び変更について準用する。この場合

において、同条第四項中「聴くほか、都道府県知事の意見を求める」とあるのは、「聴

く」と読み替えるものとする。

（船員に関する特例）

第３１条 船員職業安定法 （昭和二十三年法律第百三十号）第六条第一項 に規定する船

員及び同項 に規定する船員になろうとする者に関しては、第四条第一項並びに同条第

四項及び第五項（同条第六項、第十条第二項、第十一条第三項及び第十三条第三項にお

いて準用する場合を含む。）、第十条第一項、第十一条第二項、第十三条第二項並びに

前三条中「厚生労働大臣」とあるのは「国土交通大臣」と、第四条第四項（同条第六項、

第十条第二項、第十一条第三項及び第十三条第三項において準用する場合を含む。）中

「労働政策審議会」とあるのは「交通政策審議会」と、第六条第二号、第七条、第九条

第三項、第十二条及び第二十九条第二項中「厚生労働省令」とあるのは「国土交通省令」

と、第九条第三項中「労働基準法 （昭和二十二年法律第四十九号）第六十五条第一項

の規定による休業を請求し、又は同項 若しくは同条第二項 の規定による休業をしたこ

と」とあるのは「船員法 （昭和二十二年法律第百号）第八十七条第一項 又は第二項

の規定によつて作業に従事しなかつたこと」と、第十七条第一項、第十八条第一項及び

第二十九条第二項中「都道府県労働局長」とあるのは「地方運輸局長（運輸監理部長を

含む。）」と、第十八条第一項中「第六条第一項の紛争調整委員会（以下「委員会」と

いう。）」とあるのは「第二十一条第三項のあつせん員候補者名簿に記載されている者

のうちから指名する調停員」とする。

２ 前項の規定により読み替えられた第十八条第一項の規定により指名を受けて調停員が

行う調停については、第十九条から第二十七条までの規定は、適用しない。

３ 前項の調停の事務は、三人の調停員で構成する合議体で取り扱う。

４ 調停員は、破産手続開始の決定を受け、又は禁錮以上の刑に処せられたときは、その

地位を失う。

５ 第二十条から第二十七条までの規定は、第二項の調停について準用する。この場合に

おいて、第二十条から第二十三条まで及び第二十六条中「委員会は」とあるのは「調停

員は」と、第二十一条中「当該委員会が置かれる都道府県労働局」とあるのは「当該調

停員を指名した地方運輸局長（運輸監理部長を含む。）が置かれる地方運輸局（運輸監

理部を含む。）」と、第二十六条中「当該委員会に係属している」とあるのは「当該調

停員が取り扱つている」と、第二十七条中「この節」とあるのは「第三十一条第三項か

ら第五項まで」と、「調停」とあるのは「合議体及び調停」と、「厚生労働省令」とあ

るのは「国土交通省令」と読み替えるものとする。

（参照条文）


